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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第114期（2018年４月１日～2019年３月31日）

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

日本製罐株式会社

法 令 及 び 定 款 第 1 6 条 の 規 定 に 基 づ き 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.nihonseikan.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆さ
まに提供しているものであります。

表紙
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1)連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の数　　　　　　１社
　　連結子会社の名称　　　　　新生製缶株式会社

(2)連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3)会計方針に関する事項
　①重要な資産の評価基準及び評価方法
　　イ．有価証券
　　　・その他有価証券

　　　時価のあるもの　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
　　産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し
　　ております。

　　　　時価のないもの　移動平均法による原価法を採用しております。
　　ロ．たな卸資産
　　　　商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品
　　　　　　　　　　　　当社は総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方
　　　　　　　　　　　　法）、連結子会社は主として移動平均法による原価法（収益性の低下
　　　　　　　　　　　　に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
　②重要な減価償却資産の減価償却方法
　　イ．有形固定資産（リース資産を除く）
　　　当社は主として定率法を、子会社は主として定額法を採用しております。
　　　ただし、当社の賃貸建物及び構築物並びに1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属
　　　設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
　　　定額法を採用しております。
　　ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　　　定額法を採用しております。
　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
　　　いております。
　　ハ．リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　③重要な引当金の計上基準
　イ．貸倒引当金　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
　　　　　　　　　　　　　より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
　　　　　　　　　　　　　勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　ロ．賞与引当金　　　　　従業員の賞与支給に備えて、賞与支給見込額のうち当連結会計年
　　　　　　　　　　　　　度に負担すべき額を計上しております。
　ハ．役員退職慰労引当金　当社は、2013年６月27日開催の定時株主総会において、役員退
　　　　　　　　　　　　　職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を打
　　　　　　　　　　　　　ち切り支給することが決議されました。その支給の時期は各取締
　　　　　　　　　　　　　役及び各監査役の退任時とし、その具体的な金額・方法等は取締
　　　　　　　　　　　　　役については取締役会に、監査役については監査役の協議に一任
　　　　　　　　　　　　　されております。このため、当該支給見込額につきましては引き
　　　　　　　　　　　　　続き役員退職慰労引当金として計上しております。

　④退職給付に係る会計処理の方法
　従業員の退職給付に備えるため、簡便法を適用して計算した当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
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　⑤重要なヘッジ会計の方法
　イ．ヘッジ会計の方法
　　金利スワップについては、特例処理の要件を充たしておりますので、特例処理を採用し
　ております。
　ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段・・・・金利スワップ
　　　ヘッジ対象・・・・借入金利息

　ハ．ヘッジの方法
　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の
　　識別は個別契約ごとに行っております。
　ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　　リスク管理方針に従って、以下の条件を充たす金利スワップ契約を締結しております。

　　ⅰ　金利スワップの想定元本と長期借入金の元本金額が一致している。
　　ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約期間及び満期が一致している。

　ⅲ　長期借入金の変動金利のインデックスと金利スワップで受払されている変動金利のイン
　　　デックスが一致している。

　　ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利改定条件が一致している。
　ⅴ　金利スワップの受払い条件がスワップ期間を通して一定である。
　従って、金利スワップの特例処理の要件を充たしているので、決算日における有効性の評価
　を省略しております。

　⑥その他連結計算書類作成のための重要な事項
　イ．消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　っております。

　　ロ．のれんの償却方法及び償却期間　　のれんの償却については、５年間の定額法により償
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　却を行っております。

２．会計方針の変更に関する注記
（たな卸資産の評価方法の変更）
　　当社のたな卸資産の評価方法は、従来、先入先出法による原価法を採用しておりましたが、

当連結会計年度より、総平均法による原価法に変更しております。
　　これは、業務の効率化と業績管理の適正化を目的とした当社の新システムが当連結会計年度

において稼働したことを機に、先入先出法より総平均法にて在庫評価を行う方が、原材料価格
の変動に対応したより適切なたな卸資産の評価及び期間損益計算を行うことが出来ると判断し
たことによる変更であります。

　　なお、過去の連結会計年度について、総平均法による単価計算を行うことが実務上不可能で
あり、当連結会計年度の期首時点における遡及適用した場合の累積的影響額を算定することが
できないため、前連結会計年度の帳簿価額を当連結会計年度の期首残高として、期首から将来
にわたり総平均法を適用しております。

　　当該会計方針の変更による影響額は軽微であります。

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）
　　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実

務対応報告第36号平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４
月１日以後適用し、従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引につい
ては、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号平成17年12月27
日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

　　ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項（３）に定め
る経過的な取扱いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利
確定条件付き有償新株予約権を付与した取引については、従来採用していた会計処理を継続し
ております。

３．表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延
税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。
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４．連結貸借対照表に関する注記
(1)担保に供している資産

建物 1,648,274千円
構築物 16,057千円
土地 544,338千円
賃貸不動産 721,239千円
　　　　　　　計 2,929,909千円

上記の担保物件に対応する債務は、長期借入金1,211,106千円、
１年内返済予定の長期借入金468,959千円、短期借入金20,000千円であります。

(2)有形固定資産の減価償却累計額 12,233,546千円
　投資その他の資産の減価償却累計額 924,009千円

(3)財務制限条項等
　①当社の株式会社日本政策金融公庫の長期借入金の内、19,000千円(1年内返済予定額を含む)
　には、以下の財務制限条項が付されております。

最終返済日 借入残高 財務制限条項

2019年6月20日 19,000千円

①2012年3月期以降における単体の貸借対照表
に記載される純資産額が1,908,100千円以下に
ならないこと。
②書面による事前承認なしに、第三者(代表者、子
会社等を含む)に対して新たに行う貸付、出資及び
保証の総額が414,000千円を超えないこと。

②当社は、株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする取引銀行計６行とシンジケーション方式
によるタームローン契約を締結しております。この契約に基づく長期借入金残高は825,000
千円(１年以内返済予定額を含む)には、以下の資産制限条項及び財務制限条項が付されており
ます。

・資産制限条項
イ.組織変更（会社法（平成17年法律第86号、その後の改正も含む。）第２条第26号で定義
された意味を有する。）、合併、会社分割、株式交換、株式移転、もしくは自己信託の設定
は行わない。
ロ.事業もしくは資産の全部もしくは一部の第三者への譲渡（セールアンドリースバックの
ための譲渡を含み、許容担保権の実行に伴う資産売却もしくは許容担保権の対象物件の任意
売却を除く。）は行わない。
ハ.第三者の事業もしくは資産の全部もしくは一部の譲受は行わない。

・財務制限条項
イ.2017年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表上の純資産の
部の金額を、2016年３月決算期末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額の
75％以上に維持すること。
ロ.2017年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の
決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないよう
にすること。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1)発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度の
期首株式数

当連結会計年度の
増加株式数

当連結会計年度の
減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,392,000株 －株 －株 1,392,000株
(2)自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度の
期首株式数

当連結会計年度の
増加株式数

当連結会計年度の
減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 35,492株 15,050株 7,100株 43,442株
（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加分及び単元
　　未満株式の買取りであり、減少は新株予約権行使に伴う減少であります。
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(3)剰余金の配当に関する事項
　①配当金支払額等

　決議 株式の
　種類 配当の原資 配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2018年6月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 40,695 30.0 2018年3月31日 2018年6月29日

　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの
 　 決議予定 株式の

　種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年6月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 40,456 30.0 2019年3月31日 2019年6月28日

(4)新株予約権に関する事項
①新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
②新株予約権の目的となる株式の数 38,000株
③新株予約権の事業年度末残高 38,455千円

６．金融商品に関する注記
(1)金融商品の状況に関する事項
　①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しており
ます。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行
借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用して
おり、投機的な取引は行わない方針であります。

　②金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価
証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお
ります。営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であ
ります。借入金は、設備投資に係る資金調達並びに営業過程に係る運転資金であり、償還日
は最長で決算日後19年であります。このうち一部は金利の変動リスクに晒されております。
　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金
利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方
針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１．連結計算書類作成のための基本
となる重要な事項に関する注記等「（３）会計方針に関する事項④重要なヘッジ会計の方法」」
をご参照下さい。

　③金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、債権管理規定に従い、営業債権について主要な取引先の状況を定期的
にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化
等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているた
め信用リスクはほとんどないと認識しております。

・市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、
また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新
するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

　④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2)金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれてお
りません。（(注)2．参照）

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
⑴　現金及び預金 　365,421 365,421 －
⑵　受取手形及び売掛金 2,473,726 2,473,726 －
⑶　電子記録債権 2,091,193 2,091,193 －
⑷　投資有価証券 3,241,797 3,241,797 －

資産計 8,172,138 8,172,138 －
⑴　支払手形及び買掛金 3,252,516 3,252,516 －
⑵　短期借入金 20,000 20,000 －
⑶　長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金を含む）
3,312,019 3,320,023 8,004

負債計 6,584,535 6,592,539 8,004
(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産
(1)　現金及び預金　 (2)　受取手形及び売掛金　 (3)　電子記録債権
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。
(4)　投資有価証券
　時価について、株式等は証券取引所の価格によっております。
負　債
(1)　支払手形及び買掛金　 (2)　短期借入金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。
(3)　長期借入金
　元利金の合計額と同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価
値により算定しております。金利スワップの特例処理の対象とされているものは、当該
金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場
合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　区分 　　連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 43,225
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから、「資産 (4) 投資有価証券」には含めておりません。

(注)３．金銭債権の決算日後の償還予定額
１年以内(千円）

現金及び預金 365,421
受取手形及び売掛金 2,473,726
電子記録債権 2,091,193

合計 4,930,341
(注)４．長期借入金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

１年以内(千円） １年超５年以内（千円） ５年超（千円）
　短期借入金 20,000 － －
　長期借入金 972,325 1,958,269 381,425

合計 992,325 1,958,269 381,425

－ 5 －
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７．賃貸等不動産に関する注記
(1)賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、埼玉県さいたま市において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有しており
ます。当連結会計年度における賃貸等不動産に関する損益は、87,997千円（賃貸収益は営業
外収益に、賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

(2)賃貸等不動産時価に関する事項
連結貸借対照表計上額

当連結会計年度末
の時価（千円）当連結会計年度

期首残高（千円）
当連結会計年度
増減額（千円）

当連結会計年度
末残高（千円）

729,257 △5,361 723,895 1,381,388
　　(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
　　(注)２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は垂直搬送機工事(20,479千円)、減少額
　　　　　　は減価償却(41,239千円）であります。
　　(注)３．当連結会計年度末の時価は、「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額
　　　　　　であります。

８．１株当たり情報に関する注記
(1)　１株当たり純資産額 3,433円78銭
(2)　１株当たり当期純利益 91円52銭

９．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。

１０．その他の注記
　　該当事項はありません。

－ 6 －
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)　資産の評価基準及び評価方法
　①有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式　　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．その他有価証券
　時価のあるもの　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
　時価のないもの　移動平均法による原価法を採用しております。
②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品
　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）を採用しております。
(2)　固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）
主として定率法を採用しております。
ただし、賃貸建物及び構築物並びに1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期
間（5年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし残存価格を零とする定額法を採用しており
ます。

(3)　引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　　　　　従業員の賞与支給に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担
すべき額を計上しております。

③退職給付引当金　　　従業員の退職給付に備えるため、簡便法を適用して計算した当事業年
度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。

④役員退職慰労引当金　当社は、2013年６月27日開催の定時株主総会において、役員退職慰
労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を打ち切り支
給することが決議されました。その支給の時期は各取締役及び各監査
役の退任時とし、その具体的な金額・方法等は取締役については取締
役会に、監査役については監査役の協議に一任されております。この
ため、当該支給見込額につきましては引き続き役員退職慰労引当金と
して計上しております。

(4)重要なヘッジ会計の方法
　イ．ヘッジ会計の方法
　　金利スワップについては、特例処理の要件を充たしておりますので、特例処理を採用し
　ております。
　ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段・・・・金利スワップ
　　　ヘッジ対象・・・・借入金利息
　　ハ．ヘッジの方法

　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の
　　識別は個別契約ごとに行っております。

－ 7 －
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　　ニ．ヘッジ有効性評価の方法
　　リスク管理方針に従って、以下の条件を充たす金利スワップ契約を締結しております。

　　ⅰ　金利スワップの想定元本と長期借入金の元本金額が一致している。
　　ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約期間及び満期が一致している。

　ⅲ　長期借入金の変動金利のインデックスと金利スワップで受払されている変動金利のイン
　　　デックスが一致している。

　　ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利改定条件が一致している。
　ⅴ　金利スワップの受払い条件がスワップ期間を通して一定である。
　従って、金利スワップの特例処理の要件を満たしているので決算日における有効性の評価

　　を省略しております。
(5)　その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（たな卸資産の評価方法の変更）
　　当社のたな卸資産の評価方法は、従来、先入先出法による原価法を採用しておりましたが、

当事業年度より、総平均法による原価法に変更しております。
　　これは、業務の効率化と業績管理の適正化を目的とした当社の新システムが当事業年度にお

いて稼働したことを機に、先入先出法より総平均法にて在庫評価を行う方が、原材料価格の変
動に対応したより適切なたな卸資産の評価及び期間損益計算を行うことが出来ると判断したこ
とによる変更であります。

　　なお、過去の事業年度について、総平均法による単価計算を行うことが実務上不可能であり、
当事業年度の期首時点における遡及適用した場合の累積的影響額を算定することができないた
め、前事業年度の帳簿価額を当事業年度の期首残高として、期首から将来にわたり総平均法を
適用しております。

　　当該会計方針の変更による影響額は軽微であります。

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）
　　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実

務対応報告第36号平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４
月１日以後適用し、従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引につい
ては、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号平成17年12月27
日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

　　ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項（３）に定め
る経過的な取扱いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利
確定条件付き有償新株予約権を付与した取引については、従来採用していた会計処理を継続し
ております。

３．表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金
負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

４．貸借対照表に関する注記
(1)　担保に供している資産

建物 1,626,038千円
構築物 16,057千円
土地 68,280千円
賃貸不動産 721,239千円
　　　　　　　計 2,431,616千円

上記の担保物件に対応する債務は、長期借入金880,356千円、
１年内返済予定の長期借入金448,484千円、短期借入金20,000千円であります。

(2)　有形固定資産の減価償却累計額
　　 投資その他の資産の減価償却累計額
(3)　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①短期金銭債権
②短期金銭債務

9,348,033千円
924,009千円

50,841千円
23,675千円

－ 8 －
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(4)　財務制限条項等
　①当社の株式会社日本政策金融公庫の長期借入金の内、19,000千円(1年以内返済予定額を含
　む)には、以下の財務制限条項が付されております。

最終返済日 借入残高 財務制限条項

2019年6月20日 19,000千円

①2012年3月期以降における単体の貸借対照表に
記載される純資産額が1,908,100千円以下になら
ないこと。
②書面による事前承認なしに、第三者(代表者、子
会社等を含む)に対して新たに行う貸付、出資及び
保証の総額が414,000千円を超えないこと。

　②当社は、株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする取引銀行計６行とシンジケーション方式
　によるタームローン契約を締結しております。この契約に基づく長期借入金残高は825,000千
　円(１年以内返済予定額を含む)には、以下の資産制限条項及び財務制限条項が付されておりま
　す。

・資産制限条項
　イ.組織変更（会社法（平成17年法律第86号、その後の改正も含む。）第２条第26号で定義

された意味を有する。）、合併、会社分割、株式交換、株式移転、もしくは自己信託の設
定は行わない。

　ロ.事業もしくは資産の全部もしくは一部の第三者への譲渡（セールアンドリースバックの
ための譲渡を含み、許容担保権の実行に伴う資産売却もしくは許容担保権の対象物件の任
意売却を除く。）は行わない。

　ハ.第三者の事業もしくは資産の全部もしくは一部の譲受は行わない。
・財務制限条項
　イ.2017年３月期決算以降、各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表上の純資産の

部の金額を、2016年３月決算期末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額の
75％以上に維持すること。

　ロ.2017年３月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の
決算期における単体の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないよ
うにすること。

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売　上　高 561,459千円
仕　入　高 48,084千円
販売費及び一般管理費 36,255千円

営業取引以外の取引高 1,854千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
　　自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普通株式 35,492株 15,050株 7,100株 43,442株
（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加分及び単元
未満株式の買取りであり、減少は新株予約権行使に伴う減少であります。

７．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳
　繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金791,120千円であります。

－ 9 －
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８．関連当事者との取引に関する注記
(1)　親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金
(千円)

事業の
内 容

議 決 権 等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の
内容

取 引
金 額
( 千 円 )

科 目
期 末
残 高
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

法人
主要株主

伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼
株 式 会 社

30,000,000
鉄鋼
商社

(直接11.61％) 有
原材料
仕入等

ブリキ板
等の仕入

2,919,828
買 掛 金 1,245,188

未収入金 6,348

出向給与 2,751 － －
消耗品等
の 仕 入

146 未 払 金 0

システム
利用によ
る 収 入

2,248 未収入金 198

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の

上で決定しております。
２．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等を含めております。

(2)　関係会社等

種類
会社等の

名称

資本金
又は

出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
新生製缶
株式会社

200,000
1 8 ℓ 缶
製造販売

直接51.00％ 有

営業取引
製品等の
販 売

561,459 売掛金 50,793

営業取引
製 品 の
仕 入 等

48,084 買掛金 23,675

営業取引 人員派遣等 36,255 － －

営業取引
以外

システム
使 用 料

540 未収入金 48

営業取引
以外

売上割引 1,314 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等を含めております。
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(3)　役員及び個人主要株主等

種類
会社等の

名称

資本金
又は

出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社（当該会社

等の子会社を

含む）等

ケイ・アイ
プランニング
株式会社

1,000
テナント
管理業

－％ 有
テ ナ ン ト
の 管 理

テナント
の 管 理

3,600 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりません。
３．当社監査役の川俣絵理氏が、議決権の100％を直接保有しております。

９．１株当たり情報に関する注記
(1)　１株当たり純資産額 3,768円12銭
(2)　１株当たり当期純利益 82円59銭

１０．重要な後発事象に関する注記
　　　該当事項はありません。
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